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１ 指定統計調査の承認 

指定統計調査

の名称 

承認年月日 承 認 事 項 の 主 な 変 更 申 請 者

経済産業省生

産動態統計調

査 

H17.11.21 平成18年１月調査から、調査票の統合、調査対象品目の
統合、削除、追加等の変更を行う。 
（主なもの） 
・業種及び調査対象事業所が類似している非鉄金属製品月

報（電線・ケーブル）及び光ファイバ製品月報の統合 
・年間出荷額が 100 億円未満の品目である磁気録音テープ
を磁気録画テープと統合 

経済産業大

臣 

国民生活基礎

調査 
H17.11.28 調査期日について、18年調査の期日変更を行う。 

 
厚生労働大

臣 

 
２ 承認統計調査の承認 

承 認 番 号 承認年月日 統 計 調 査 の 名 称 申 請 者

No.26279 

（旧 No.     ） 
H17.11.8 

木質バイオマス利用実態調査 

（木質バイオマス利用実態調査票） 

農林水産大

臣 

No.26280 

（旧 No.25886） 
H17.11.8 

木材流通統計調査（木材価格統計調査） 

（素材・木材チップ価格調査票） 

農林水産大

臣 

No.26281 

（旧 No.25887） 
H17.11.8 

木材流通統計調査（木材価格統計調査） 

（木材製品卸売価格調査票） 

農林水産大

臣 

No.26282 

（旧 No.25894） 
H17.11.11 

就労条件総合調査 

（就労条件総合調査調査票） 

厚生労働大

臣 

No.26283 

（旧 No.23121） 
H17.11.15 

建設業構造基本調査 

（建設業構造基本調査票） 

国土交通大

臣 

No.26284 

（旧 No.25924） 
H17.11.17 

連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調査 

（医療状況実態統計調査票） 
財務大臣 

No.26285 

（旧 No.     ） 
H17.11.17 

少年の非行対策に関するアンケート調査 

（少年の非行対策に関するアンケート調査票） 
総務大臣 

No.26286 

（旧 No.25892） 
H17.11.21 

情報処理実態調査 

（情報処理実態調査票） 

経済産業大

臣 

No.26287 

（旧 No.23217） 
H17.11.21 

革需給動態統計調査 

（革需給月報） 

経済産業大

臣 

No.26288 

（旧 No.21994） 
H17.11.24 

リース・レンタル建設機械情勢調査 

（リース・レンタル建設機械情勢調査票） 

国土交通大

臣 

No.26289 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第１号（製造業）） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26290 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第２号（製造業）） 

資源エネル

ギー庁長官
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No.26291 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第３号（非製造業）） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26292 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第４号（非製造業）） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26293 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第５号（非製造業）林業） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26294 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第６号（非製造業）（林業）） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26295 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第７号（非製造業）漁業） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26296 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第８号（非製造業）（漁業）） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26297 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第９号（非製造業）鉱業） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26298 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第１０号（非製造業）（鉱業）） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26299 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第１１号（非製造業）建設業） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26300 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第１２号（非製造業）（建設業）） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26301 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第１３号（非製造業）水道業） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26302 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第１４号（非製造業）（水道業）） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26303 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第１５号（非製造業）卸・小売業） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26304 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第１６号（非製造業）（卸・小売業）） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26305 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第１７号（非製造業）飲食・宿泊業） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26306 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第１８号（非製造業）（飲食・宿泊業）） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26307 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第１９号（非製造業）医療・福祉） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26308 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第２０号（非製造業）（医療・福祉）） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26309 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第２１号（非製造業）学校教育） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26310 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第２２号（非製造業）（学校教育）） 

資源エネル

ギー庁長官



 －5－

No.26311 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第２３号（非製造業）廃棄物処理業） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26312 

（旧 No.     ） 
H17.11.28 

エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

（調査票第２４号（非製造業）（廃棄物処理業）） 

資源エネル

ギー庁長官

No.26313 

（旧 No.22193） 
H17.11.28 

商品流通調査 

（商品流通調査票） 

経済産業大

臣 

No.26314 

（旧 No.22184） 
H17.11.28 

鉱工業投入調査 

（鉱工業投入調査票） 

経済産業大

臣 

 
３ 届出統計調査の受理 

（1） 新規 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

105091 H17.11.1 県民健康・栄養調査 千 葉 県 知 事

105092 H17.11.1 歯科保健実態調査 千 葉 県 知 事

105093 H17.11.1 １歳６か月児及び３歳児歯科保健アンケート 千 葉 県 知 事

105094 H17.11.4 工業実態調査 明 石 市 長

105095 H17.11.4 空家実態調査 宮 崎 県 知 事

105096 H17･11･8 
企業における仕事と生活の調和に資する取り組みに関す

る調査 
大 阪 府 知 事

105097 H17･11･11 法人企業統計調査（県民経済計算のための調査） 福 岡 県 知 事

105098 H17.11.11 一般環境経由によるアスベスト曝露の健康影響実態調査 兵 庫 県 知 事

105099 H17･11･14 労働条件等実態調査 鳥 取 県 知 事

105100 H17･11･15 障害者雇用に関するアンケート調査 熊 本 県 知 事

105101 H17.11.16 思春期の子をもつ親の意識調査 山 梨 県 知 事

105102 H17.11.24 アスベスト健康被害に関する実態調査 秋 田 県 知 事

105103 H17.11.24 市民一万人アンケート 神 戸 市 長

105104 H17.11.25 健康増進計画アンケート調査 京 丹 後 市 長

105105 H17.11.28 寡婦実態調査 香 川 県 知 事

 

（2） 変更 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

205085 H17･11･2 県民歯科疾患実態調査 鳥 取 県 知 事

205086 H17･11･18 特定地場産品調査 香 川 県 知 事

205087 H17･11･24 企業対象暴力に関するアンケート 北 九 州 市 長

205088 H17.11.25 県民健康栄養調査 鳥 取 県 知 事

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 指 定 統 計 調 査 の 承 認 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



指定統計調査の承認 

【調査名】 経済産業省生産動態統計調査 

【承認年月日】 平成１７年１１月２１日 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部鉱工業動態統計室 

【目 的】 生産品目ごとの生産、出荷、在庫等の実態を把握し、鉱工業の動態を明らかにし、鉱工業に関する施

策の基礎資料を得る。 

【沿 革】 生産動態統計調査は，連合国軍総司令部の要請を踏まえ，昭和２３年に生産動態の把握及び経済統制

下における物資の需給調整上の資料としての利用を目的として開始された。昭和２６年の経済統制の解

除により物資の需給調整という副次的利用目的が大幅に後退したのを契機として，昭和２８年に経済統

計への移行に重点を置いた大幅改正が行われた。その後の大きな改正としては，昭和４８年のコンピュ

ータ処理化に伴う統計の体系整備のための調査品目，調査項目の簡素化，昭和５６年の商鉱工業エネル

ギー消費統計調査（現在の経済産業省特定業石油等消費統計調査，指定統計第１１５号を作成するため

の調査）の開始に伴うエネルギー関連項目の簡素化が挙げられる。さらに平成１２年１月分の調査から

は，新世代統計システムへの導入に伴い，調査票様式，調査票の提出方法等の変更がなされている。平

成１４年には，鉱工業生産における各製品の市場規模の変化等最近の産業構造の変化を踏まえ，調査対

象品目，調査事項，調査対象範囲及び調査票の見直しに関する統一基準を定め，年間出荷額が低下して

いる品目を削除する一方，最近成長が見られる品目を追加する等の調査対象品目の変更を行うなどの大

規模な変更が行われている。平成１５年には，印刷業に関する調査票が新設されている。 

【調査の構成】 １－○○（品目名）月報 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「速報」（翌月末），「確報」（翌々月中旬），「年

報」（翌年６月） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－○○（品目名）月報 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所又は企業 （属性）鉄鋼・鉄鋼加工製品、一般機械器具、電気機

械器具、輸送機械器具、精密機械器具、繊維工業品、パルプ・紙、雑貨工業品、化学工業品、ゴム

製品・プラスチック製品、窯業製品・土石製品・建材、鉱物、石油・石炭製品、非鉄金属・非鉄金



属加工製品等を生産（加工を含む。）する事業所又は企業であって、経済産業大臣が指定する生産

品目別の範囲に属する事業所又は企業 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１００，０００ （配布）郵送・統計調査員・オンライン （取集）

郵送・統計調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→

報告者，経済産業省→経済産業局→報告者，経済産業省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１０日（対経済産業局長及び都道府県知事），翌月１５日（対

経済産業大臣） 

【調査事項】 １．生産高，２．出荷高，３．在庫高，４．原材料，５．燃料及び電力，６．従業者，７．生産

能力及び設備 



【調査名】 国民生活基礎調査 

【承認年月日】 平成１７年１１月２８日 

【指定番号】 １１６ 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計課国民生活基礎調査室 

【目 的】 国民の保健，医療，福祉，年金，所得等国民生活の基礎的な事項を調査して，厚生行政の企画及び運

営に必要な基礎資料を得るとともに，各種調査の調査客体を抽出するための親標本を設定する。 

【沿 革】 本調査は，「厚生行政基礎調査」（指定統計第６０号を作成するための調査），「国民健康調査」

（指定統計第６８号を作成するための調査），「保健衛生基礎調査」（承認統計調査）及び「国民生活

実態調査」（承認統計調査）を統合して，昭和６１年を初年として開始されたものである。調査は，３

年ごとに実施する大規模調査と，その中間の各年に実施する簡易な調査から構成される。平成１３年の

大規模調査においては、新たに「介護票」が設けられた。 

【調査の構成】 １－世帯票，２－所得票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（集計完了後） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－世帯票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）全国の世帯及び世帯員 （抽出枠）平成１２年国勢調査

区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５０，０００ １５０，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）他計 （把握時）平成１８年６月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→（保

健所設置市・特別区）→保健所→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年６月１日 

【調査事項】 １．世帯に係る事項，（１）単独世帯の区分（単独世帯のみ），（２）平成１８年５月中の家計

支出額，（３）最多所得者（所得が最も多い者）の世帯員番号，２．世帯員に係る事項，（１）世

帯主との続柄，（２）性，（３）出生年月，（４）配偶者の有無，（５）公的年金・恩給の受給状

況，（６）医療保険の加入状況，（７）傷病の状況，（８）所得を伴う仕事の有無及び勤めか自営

かの別，（９）公的年金の加入状況 



※ 

【調査票名】 ２－所得票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）全国の世帯及び世帯員 （抽出枠）平成１２年国勢調査

区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００ ４５，０００ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）他計 （把握時）平成１８年７月１３日現在 （系統）厚生労働省→都道府県（市・

特別区及び福祉事務所を設置する町村）→福祉事務所→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年７月１３日 

【調査事項】 １．世帯に係る事項，（１）世帯区分，（２）生活意識の状況，２．世帯員に係る事項，（１）

性，（２）出生年月，（３）所得の種類別金額，（４）課税等の状況別金額，（５）企業年金・個

人年金等の掛金 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 

３ 承 認 統 計 調 査 の 承 認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



承認統計調査の承認 

【調査名】 木質バイオマス利用実態調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 木質バイオマスの種類別工場残材発生量及びその用途を明らかにし、木材の利用の拡大、地球温暖化

の防止、循環型社会の形成に向けた施策推進のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－木質バイオマス利用実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「農林水産統計第１報」（平成１８年４月末日まで） 

（表章）全国 

【経 費】 １３，５８２ 

※ 

【調査票名】 １－木質バイオマス利用実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２７９ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）製材工場，木材チップ工場，合単板工場，プレカット

工場，集成材工場の代表者 （抽出枠）木材統計調査工場一覧表（製材工場、木材チップ工場、合

単板工場）、プレカット工場名簿、集成材工場名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）３，４３３／母１２，９４４ （配布）調査員 （取

集）調査員・ファクシミリ装置 （記入）併用 （把握時）平成１７年１２月末日現在 （系統）

農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１月１日～０３月１５日 

【調査事項】 １．工場名、工場所在地，２．種類別工場残材発生量，３．木質資源利用状況（端材、樹皮、お

がくず、鉋屑），４．用途別仕向量（エネルギー利用、マテリアル利用、廃棄） 



【調査名】 木材流通統計調査（木材価格統計調査） 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 木材価格の動向及び木材産業の動向を明らかにし、林業諸施策の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－素材・木材チップ価格調査票，２－木材製品卸売価格調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「農林水産統計第一報」（調査月の翌月の５日まで） 

（表章）全国 

【経 費】 ４，４０２ 

※ 

【調査票名】 １－素材・木材チップ価格調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２８０ 調査票承認番号（旧）２５８８６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）製材工場、合単板工場及び木材チップ工場 （抽出

枠）木材統計調査工場一覧表（製材工場、合単板工場、木材チップ工場） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３７８／母１１，８１２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎月１５日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→

報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日まで 

【調査事項】 １．製材用素材価格・前月との価格変動，２．合単板用素材価格・前月との価格変動，３．木材

チップ用素材価格・前月との価格変動，４．木材チップ用素材価格・前月との価格変動等 

※ 

【調査票名】 ２－木材製品卸売価格調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２８１ 調査票承認番号（旧）２５８８７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）木材市売市場、木材センター及び卸売業者 （抽出



枠）木材市売市場、木材センター及び卸売業者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７７／母１１，１４５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）毎月１５日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告

者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日まで 

【調査事項】 １．製材品の価格・前月との価格変動，２．合板の価格・前月との価格変動，３．集成材の価

格・前月との価格変動等 



【調査名】 就労条件総合調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課 

【目 的】 主要産業における企業の賃金制度，労働時間制度，労働費用，福祉施設・制度，退職給付制度及び定

年制等の基本的事項をローテーションにより調査し，その実態を総合的に明らかにする。 

【沿 革】 従来別個に実施してきた「給与構成調査」，「賃金制度調査」及び「労働時間制度調査」を昭和４１

年に統合し，「賃金労働時間制度調査」として毎年実施されてきたが，昭和５９年に「労働者福祉施設

制度等調査」と統合し，「賃金労働時間制度等総合調査」に改称し，さらに平成１２年に現行の調査名

に改称した。当初事業所単位で実施していたが，昭和４５年に企業単位の調査に変更し，常用労働者３

０人以上の民営企業としている。調査事項は，労働時間制度を毎年調査するが，賃金制度，福祉施設制

度，退職金制度等は，ローテーションで調査する。 

【調査の構成】 １－就労条件総合調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「結果速報」及び「結果報告書」（調査実施１年以

内） （表章）全国 

【経 費】 ３４，８４１ 

※ 

【調査票名】 １－就労条件総合調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２８２ 調査票承認番号（旧）２５８９４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，

情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福祉，教

育，学習支援業，サービス業（他に分類されないもの）（その他の生活関連サービス業のうち家事

サービス業及び外国公務を除く。）に属し，本社の常用労働者３０人以上の民営企業 （抽出枠）

平成１３年事業所・企業統計調査民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，３００／母１０９，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）平成１８年１月１日現在。ただし，年間については，平成１７年



１年間（又は平成１６会計年度） （系統）厚生労働省→都道府県労働局→労働基準監督署→調査

員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年２月１０日 

【調査事項】 １．企業の属性に関する事項，２．労働時間制度に関する事項，３．賃金制度に関する事項，

４．労働費用に関する事項，５．派遣労働者関係費用に関する事項，６．定年制等に関する事項 



【調査名】 建設業構造基本調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局建設振興課 

【目 的】 建設業の基本的な産業構造を明らかにするとともに，その中長期的変化を把握し，建設産業政策の展

開に資する基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－建設業構造基本調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）国土交通省ＨＰ及び（財）建設業振興基金

ＨＰに掲載（平成１８年度末） （表章）全国 

【経 費】 ２０，０００ 

※ 

【調査票名】 １－建設業構造基本調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２８３ 調査票承認番号（旧）２３１２１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）建設業法第３条の規定により，建設業の許可を受けてい

る企業であって，総売上高のうち建設工事完成工事高が８０％以上を占める企業 （抽出枠）平成

１５年度建設工事施工統計調査名簿及び建設業許可業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３８，３３１／母２３０，７４６ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１７年３月３１日現在 （系統）国土

交通省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．基本的な事項，２．営業活動，３．取引関係，４．経営管理，５．就業者，６．建設機械・

設備，７．組織化・事業の共同化，８．経営革新・事業革新 



【調査名】 連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調査 

【実施機関】 財務省主計局給与共済課 

【目 的】 国家公務員共済組合の医療給付状況の実態を調査し，今後の短期給付事業の健全な運営を図るための

基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－医療状況実態統計調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「国家公務員共済組合事業統計年報」（平

成１９年２月） （表章）全国 

【経 費】 １，２１９ 

※ 

【調査票名】 １－医療状況実態統計調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２８４ 調査票承認番号（旧）２５９２４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）共済組合の支部 （属性）国家公務員共済組合連合会を組織する共済組

合の支部 （抽出枠）財務省で所有する連合会を組織する共済組合の支部名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１８年４月 （系統）財務省主計局→各財務局→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月上旬 

【調査事項】 １．組合区分，２．診療を受けた者及び疾病分類，３．診療開始年月等，４．診療点数等，５．

診療内容，６．医療機関の種別，７．高額療養費 



【調査名】 少年の非行対策に関するアンケート調査 

【実施機関】 総務省行政評価局法務、外務、文部科学担当評価監視官室 

【目 的】 「少年の非行対策に関する政策評価」の一環として、現場における少年非行対策の現状や課題等につ

いての意見等を把握し、少年の非行対策についての総合性を確保する観点から評価を行うための基礎資

料を得る。 

【調査の構成】 １－少年の非行対策に関するアンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「少年の非行対策に関する政策評価結果報告書」（平

成１８年７月） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－少年の非行対策に関するアンケート調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２８５ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）４７都道府県 （単位）個人 （属性）少年の非行対策に従事している実務者（国の出

先機関、地方公共団体の職員等） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１０，０００ （配布）職員 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）総務省→管区行政評価局（支）局・行政評価事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１１月２１日～平成１８年１月１３日 

【調査事項】 １．フェイスシート事項（調査客体の属性），２．少年非行の現状、発生要因、各主体（少年、

家族、学校及び地域社会）での問題点などに関する事項，３．少年の非行対策について関係主体が

果たすべき役割に関する事項，４．少年の非行対策に関わる行政機関等の連携状況等に関する事

項，５．少年の非行対策に関わる上で必要となる情報の活用状況に関する事項，６．その他関係行

政機関等の少年の非行対策に関する意見 



【調査名】 情報処理実態調査 

【実施機関】 経済産業省商務情報政策局情報経済課 

【目 的】 民間企業における情報処理の実態を把握し，情報処理施策の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－情報処理実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「速報」（平成１８年３月），「確報」

（平成１８年５月） （表章）全国 

【経 費】 １２，０００ 

※ 

【調査票名】 １－情報処理実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２８６ 調査票承認番号（旧）２５８９２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業，事業者団体，学校等 （属性）コンピュータを保有する企業，事

業者団体，学校等 （抽出枠）経済産業省企業活動基本調査及び帝国データバンク 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，５００／母４０，０００ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１７年３月３１日現在 （系統）経済産業省→民間

調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年２月１０日 

【調査事項】 １．企業又は事業団体の概要，２．情報処理関係支出の状況，情報処理関係支出の今後の見通し

と内容，情報処理関係資産等の内訳，コンピュータの保有台数，ソフトウェア資産の状況，コンピ

ュータシステムに対する接続方法，インターネットの利用状況，情報処理要員等の状況，３．業務

別情報システムの取組状況，業務別情報システムの構築状況，電子タグの取組状況，４．情報シス

テム導入による効果，５．取引及び業務連携における電子化／ネットワーク化の状況，ＥＣ（電子

商取引）の取引高，６．情報セキュリティの現状，情報セキュリティの対策状況と対策費用，情報

セキュリティ監査の依頼先，７．組織と権限 



【調査名】 革需給動態統計調査 

【実施機関】 経済産業省製造産業局紙業生活文化用品課 

【目 的】 流通（卸問屋）段階の荷動き及び在庫動向を把握し、製革及び関連産業に関する諸施策に必要な基礎

資料を作成する。 

【調査の構成】 １－革需給月報 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「繊維・生活用品統計月報」（翌々月末），「繊維・

生活用品統計年報」（翌年６月末） （表章）ブロック 

※ 

【調査票名】 １－革需給月報 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２８７ 調査票承認番号（旧）２３２１７ 

【調査対象】 （地域）関東，中部及び近畿経済産業局管内 （単位）事業所 （属性）革（牛底革，クロム甲

革，ぬめ革に限る）を卸売する事業所 （抽出枠）業界団体名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎月

末日現在 （系統）経済産業省製造産業局紙業生活文化用品課→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月１日から末日までの１ヶ月間。やむを得ない場合は、一定の日

を定めて、その日から１ヶ月前の期間 

【調査事項】 １．品目別受払量（受入量，出荷量，月末在庫量），２．品目別革製品製造業者向出荷内訳，

３．月末常用従業者数 



【調査名】 リース・レンタル建設機械情勢調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局建設施工企画課 

【目 的】 賃貸に供される建設機械の種類、賃貸取引の状況、経営内容等の実態を把握して積算に反映させると

ともに、賃貸業の健全な育成を図るための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－リース・レンタル建設機械情勢調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１７年度末ま

で） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－リース・レンタル建設機械情勢調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２８８ 調査票承認番号（旧）２１９９４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）建設機械器具賃貸業 （抽出枠）（社）全国建設機械器

具リース業協会に加盟している賃貸業者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００／母１，０００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１７年４月１日以前の直近の決算日 （系統）国

土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１７年１２月中 

【調査事項】 １．企業の属性，２．売上高等，３．賃貸期間別契約件数，４．財務比率と賃貸用建設機械資産

額，５．修理工場・格納庫の所有状況，６．企業の資金借入機関，７．賃貸料金の原価内訳，８．

賃貸部門の今後の経営計画，９．賃貸用建設機械器具等の所有及び貸出状況 



【調査名】 エネルギー消費統計（仮称）のための試験調査（第二次） 

【実施機関】 資源エネルギー庁長官官房総合政策課 

【目 的】 我が国のエネルギー消費実態の精緻な把握を目的とした統計を整備するにあたり，調査対象の範囲，

調査の実施方法，調査票様式等の具体的内容を確認し，平成１８年度に行う予定である本調査の設計に

反映させる。 

【調査の構成】 １－調査票第１号（製造業），２－調査票第２号（製造業），３－調査票第３号（非製造業），

４－調査票第４号（非製造業），５－調査票第５号（非製造業）林業，６－調査票第６号（非製造

業）（林業），７－調査票第７号（非製造業）漁業，８－調査票第８号（非製造業）（漁業），９

－調査票第９号（非製造業）鉱業，１０－調査票第１０号（非製造業）（鉱業），１１－調査票第

１１号（非製造業）建設業，１２－調査票第１２号（非製造業）（建設業），１３－調査票第１３

号（非製造業）水道業，１４－調査票第１４号（非製造業）（水道業），１５－調査票第１５号

（非製造業）卸・小売業，１６－調査票第１６号（非製造業）（卸・小売業），１７－調査票第１

７号（非製造業）飲食・宿泊業，１８－調査票第１８号（非製造業）（飲食・宿泊業），１９－調

査票第１９号（非製造業）医療・福祉，２０－調査票第２０号（非製造業）（医療・福祉），２１

－調査票第２１号（非製造業）学校教育，２２－調査票第２２号（非製造業）（学校教育），２３

－調査票第２３号（非製造業）廃棄物処理業，２４－調査票第２４号（非製造業）（廃棄物処理

業） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「試験調査の報告書」  （表章）全国 

【経 費】 ６５，０００ 

※ 

【調査票名】 １－調査票第１号（製造業） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２８９ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（１９分類）のうち，Ｆ製

造業に属するもので，従業員数が９９人以下の事業所。 （抽出枠）平成１６年・平成１３年事業



所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）７７，１７６／母５６１，２６６ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 

（系統）資源エネルギー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計）４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面積等） 

※ 

【調査票名】 ２－調査票第２号（製造業） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２９０ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（１９分類）のうち，Ｆ製

造業に属するもので，従業員数が１００人以上の事業所。 （抽出枠）平成１６年・平成１３年事

業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１５，０１６／母１５，０１６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）資源エネ

ルギー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計、月次），４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面

積等） 

※ 

【調査票名】 ３－調査票第３号（非製造業） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 



【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２９１ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の中分類（９６分類）のうち，中分

類３３～３５，３７～４８，６１～６９，７７～８４，８６～９６に属するもので，従業員数が９

９人以下の事業所。 （抽出枠）平成１６年・平成１３年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１３３，６２３／母１，９０４，４８８ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一

年間 （系統）資源エネルギー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計）４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面積等） 

※ 

【調査票名】 ４－調査票第４号（非製造業） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２９２ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の中分類（９６分類）のうち，中分

類３３～３５，３７～４８，６１～６９，７７～８４，８６～９６に属するもので，従業員数が１

００人以上の事業所。 （抽出枠）平成１６年・平成１３年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２３，５３８／母２３，５３８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）資源エネ

ルギー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計、月次），４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面

積等） 

※ 



【調査票名】 ５－調査票第５号（非製造業）林業 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２９３ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（１９分類）のうち，大分

類Ｂ「林業」に属するもので，従業員数が９９人以下の事業所。 （抽出枠）平成１６年・平成１

３年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１，１７４／母３，２２９ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系

統）資源エネルギー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計）４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面積等） 

※ 

【調査票名】 ６－調査票第６号（非製造業）（林業） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２９４ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（１９分類）のうち，大分

類Ｂ「林業」に属するもので，従業員数が１００人以上の事業所。 （抽出枠）平成１６年・平成

１３年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１６／母１６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）資源エネルギー庁→民間調

査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額



（歴年計、月次），４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面

積等） 

※ 

【調査票名】 ７－調査票第７号（非製造業）漁業 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２９５ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（１９分類）のうち，Ｃ

「漁業」に属するもので，従業員数が９９人以下の事業所。 （抽出枠）平成１６年・平成１３年

事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）２，０５８／母２，７８０ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系

統）資源エネルギー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計）４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面積等） 

※ 

【調査票名】 ８－調査票第８号（非製造業）（漁業） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２９６ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（１９分類）のうち，Ｃ

「漁業」に属するもので，従業員数が１００人以上の事業所。 （抽出枠）平成１６年・平成１３

年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９／母１９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）資源エネルギー庁→民間調



査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計、月次），４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面

積等） 

※ 

【調査票名】 ９－調査票第９号（非製造業）鉱業 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２９７ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（１９分類）のうち，Ｄ

「鉱業」に属するもので，従業員数が９９人以下の事業所。 （抽出枠）平成１６年・平成１３年

事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２７５／母３，２６３ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）資源

エネルギー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計）４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面積等） 

※ 

【調査票名】 １０－調査票第１０号（非製造業）（鉱業） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２９８ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（１９分類）のうち，Ｄ

「鉱業」に属するもので，従業員数が１００人以上の事業所。 （抽出枠）平成１６年・平成１３



年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１８／母１８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）資源エネルギー庁→民間調

査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計、月次），４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面

積等） 

※ 

【調査票名】 １１－調査票第１１号（非製造業）建設業 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６２９９ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（１９分類）のうち，Ｅ

「建設業」に属するもので，従業員数が９９人以下の事業所。 （抽出枠）平成１６年・平成１３

年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２１，７８８／母５６２，２８８ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）

資源エネルギー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計）４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面積等） 

※ 

【調査票名】 １２－調査票第１２号（非製造業）（建設業） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 



【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６３００ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（１９分類）のうち，Ｅ

「建設業」に属するもので，従業員数が１００人以上の事業所。 （抽出枠）平成１６年・平成１

３年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９５２／母１，９５２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）資源エネルギ

ー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計、月次），４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面

積等） 

※ 

【調査票名】 １３－調査票第１３号（非製造業）水道業 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６３０１ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（９６分類）のうち，３６

「水道業」に属するもので，従業員数が９９人以下の事業所。 （抽出枠）平成１６年・平成１３

年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，１２０／母６，７３３ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）資源

エネルギー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計）４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面積等） 

※ 



【調査票名】 １４－調査票第１４号（非製造業）（水道業） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６３０２ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（９６分類）のうち，３６

「水道業」に属するもので，従業員数が１００人以上の事業所。 （抽出枠）平成１６年・平成１

３年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１６４／母１６４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）資源エネルギー庁→

民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計、月次），４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面

積等） 

※ 

【調査票名】 １５－調査票第１５号（非製造業）卸・小売業 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６３０３ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（９６分類）のうち，Ｊ

「卸・小売業」に属するもので，従業員数が９９人以下の事業所。 （抽出枠）平成１６年・平成

１３年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）６６，０８７／母１，６１８，９１１ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 

（系統）資源エネルギー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 



【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計）４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面積等） 

※ 

【調査票名】 １６－調査票第１６号（非製造業）（卸・小売業） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６３０４ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（９６分類）のうち，Ｊ

「卸・小売業」に属するもので，従業員数が１００人以上の事業所。 （抽出枠）平成１６年・平

成１３年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８，１８４／母８，１８４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）資源エネルギ

ー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計、月次），４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面

積等） 

※ 

【調査票名】 １７－調査票第１７号（非製造業）飲食・宿泊業 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６３０５ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（１９分類）のうち，Ｍ

「飲食・宿泊業」に属するもので，従業員数が９９人以下の事業所。（抽出枠）平成１６年・平成

１３年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２４，１９７／母８０２，０３７ （配布）郵送 （取集）郵



送 （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）

資源エネルギー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計）４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面積等） 

※ 

【調査票名】 １８－調査票第１８号（非製造業）（飲食・宿泊業） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６３０６ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（１９分類）のうち，Ｍ

「飲食・宿泊業」に属するもので，従業員数が１００人以上の事業所。（抽出枠）平成１６年・平

成１３年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，４６７／母１，４６７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）資源エネルギ

ー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計、月次），４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面

積等） 

※ 

【調査票名】 １９－調査票第１９号（非製造業）医療・福祉 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６３０７ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（１９分類）のうち，Ｎ



「医療・福祉」に属するもので，従業員数が９９人以下の事業所。（抽出枠）平成１６年・平成１

３年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２７，７０９／母３００，６９２ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）

資源エネルギー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計）４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面積等） 

※ 

【調査票名】 ２０－調査票第２０号（非製造業）（医療・福祉） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６３０８ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類（１９分類）のうち，Ｎ

「医療・福祉」に属するもので，従業員数が１００人以上の事業所。（抽出枠）平成１６年・平成

１３年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７，５３０／母７，５３０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）資源エネルギ

ー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計、月次），４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面

積等） 

※ 

【調査票名】 ２１－調査票第２１号（非製造業）学校教育 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 



【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６３０９ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の中分類（９６分類）のうち，７６

「学校教育」に属するもので，従業員数が９９人以下の事業所。（抽出枠）平成１６年・平成１３

年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２０，１７２／母６０，５０７ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）資源

エネルギー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計）４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面積等） 

※ 

【調査票名】 ２２－調査票第２２号（非製造業）（学校教育） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６３１０ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の中分類（９６分類）のうち，７６

「学校教育」に属するもので，従業員数が１００人以上の事業所。（抽出枠）平成１６年・平成１

３年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，０４０／母２，０４０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）資源エネルギ

ー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計、月次），４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面

積等） 



※ 

【調査票名】 ２３－調査票第２３号（非製造業）廃棄物処理業 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６３１１ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の中分類（９６分類）のうち，８５

「廃棄物処理業」に属するもので，従業員数が９９人以下の事業所。（抽出枠）平成１６年・平成

１３年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，４４８／母１７，２３１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）資源エネ

ルギー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金額

（歴年計）４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床面積等） 

※ 

【調査票名】 ２４－調査票第２４号（非製造業）（廃棄物処理業） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６３１２ 調査票承認番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の中分類（９６分類）のうち，８５

「廃棄物処理業」に属するもので，従業員数が１００人以上の事業所。（抽出枠）平成１６年・平

成１３年事業所企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，４４８／母１７，２３１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の一年間 （系統）資源エネ

ルギー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月中旬 



【調査事項】  １．事業所の名称，所在地，２．企業の名称，所在地，３．エネルギー源別消費量ｏｒ消費金

額（歴年計、月次），４．エネルギー消費量と密接な関係を持つ「活動水準要因」（生産量、延床

面積等） 



【調査名】 商品流通調査 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部経済解析室 

【目 的】 地域間における商品流通状況を明らかにし，平成１７年地域産業連関表及び関係都道府県が作成する

それぞれの地域の産業連関表作成のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－商品流通調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）公表しない 

※ 

【調査票名】 １－商品流通調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６３１３ 調査票承認番号（旧）２２１９３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類Ｆー製造業のうち、本調査

の調査対象品目を生産している事業所 （抽出枠）各都道府県の各調査品目ごとに生産規模の大き

い事業所の順に７５％をカバーする事業所を抽出 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２４，０００／母５０４，５３０ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日まで （系統）経済産

業省→各経済産業局→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１月１日～平成１８年５月３１日 

【調査事項】 １．製造品の受入額、生産額、自工場消費額、国内向け出荷額及び輸出向け出荷額，製品在庫の

増減，２．製造品の最終消費地域別出荷内訳 



【調査名】 鉱工業投入調査 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部経済解析室 

【目 的】 平成１７年産業連関表作成のために実施するものであり，主として主要工業製品の原価構成を把握

し，投入構造推計の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－鉱工業投入調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）公表しない 

※ 

【調査票名】 １－鉱工業投入調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６３１４ 調査票承認番号（旧）２２１８４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）企業活動基本調査で掌握している企業及び工業統計調査

における中小企業性の高い製造品を製造している企業 （抽出枠）企業活動基本調査名簿及び工業

統計調査準備調査名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，０００／母１４，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日まで （系統）経済産

業省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１月１日～平成１８年１２月３１日 

【調査事項】 １．生産実績（１）品目別生産数量，生産金額，（２）企業全体の生産金額，２．販売価額構成

（１）当該品目の販売価額構成，（２）売却した屑・副産物の種類，３．原材料費内訳（１）直接

材料費内訳，（２）間接材料費内訳，４．企業の従業者数並びに資本金又は出資金額 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 届 出 統 計 調 査 の 受 理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（１） 新規 

【調査名】 県民健康・栄養調査 

【実施機関】 千葉県健康福祉部健康増進課 

【目 的】 千葉県民が健康で生き生きとした生活をおくり、長寿を全うするため、平成１３年度に１０年計画と

して策定した「健康ちば２１」の中間評価を実施する。また、栄養と健康の関係を明らかにし、広く健

康増進施策等に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票，２－栄養摂取状況調査票，３－生活習慣調査票（満１５歳以上用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「平成１７年県民健康・栄養調査報告書」

（平成１８年４月以降） （表章）都道府県 

【経 費】 １２，１４３ 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０９１ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）個人 （属性）満１歳以上の世帯員 （抽出枠）平成１６、１７

年国民生活基礎調査単位区別世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９５１／母６，０６１，６５３ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）千葉県→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．身長・体重（満１歳以上），２．胸囲、血圧測定（満１５歳以上），３．血液検査（満２０

歳以上），４．１日の運動量（歩行数）（満１５歳以上），５．問診（満２０歳以上） 

※ 

【調査票名】 ２－栄養摂取状況調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０９１ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）世帯 （属性）満１歳以上の世帯員 （抽出枠）平成１６，１７



年国民生活基礎調査単位区別世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９５１／母６，０６１，６５３ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）千葉県→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．運動状況，２．食物の摂取状況等 

※ 

【調査票名】 ３－生活習慣調査票（満１５歳以上用） 

【受理年月日】 平成１７年１１月１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０９１ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）個人 （属性）満１５歳以上の世帯員 （抽出枠）平成１６、１

７年国民生活基礎調査単位区別世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９５１／母６，０６１，６５３ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）千葉県→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．食習慣，２．適正体重の認識，３．健康・栄養に関する情報，４．睡眠の状況等 



【調査名】 歯科保健実態調査 

【実施機関】 千葉県健康福祉部健康増進課 

【目 的】 千葉県の歯科保健状況を把握し、今日まで行われてきた種々の対策の効果について検討を行い、今後

の歯科保健医療対策の推進及び「健康ちば２１」の中間評価に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－歯科保健実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「平成１７年度千葉県歯科保健実態調査結

果報告書」（平成１８年３月以降） （表章）都道府県 

【経 費】 ３，８００ 

※ 

【調査票名】 １－歯科保健実態調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０９２ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）世帯 （属性）満１歳以上の世帯員 （抽出枠）平成１６、１７

年国民生活基礎調査単位区別世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９５１／母６，０６１，６５３ （配布）しない （取集）し

ない （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）千葉県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．歯ブラシの使用状況，２．フッ化物の塗布状況，３．顎関節の異常，４．現在の歯の状況，

５．補綴状況，６．歯肉の状況，７．歯列・咬合の状況 



【調査名】 １歳６か月児及び３歳児歯科保健アンケート 

【実施機関】 千葉県健康福祉部健康増進課 

【目 的】 千葉県の歯科保健状況を把握し、今日まで行われてきた種々の対策の効果について検討を行い、今後

の歯科保健医療対策の推進及び「健康ちば２１」の中間評価に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－１歳６か月児及び３歳児歯科保健アンケート票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「平成１７年度千葉県歯科保健実態調査結

果報告書」（平成１８年３月以降） （表章）都道府県 

【経 費】 ３，８００ 

※ 

【調査票名】 １－１歳６か月児及び３歳児歯科保健アンケート票 

【受理年月日】 平成１７年１１月１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０９３ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）個人 （属性）平成１７年１１月に実施する１歳６か月児及び３

歳児歯科保健健康診査を受診した保護者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８，０００／母１０９，９８３ （配布）併用 （取集）調査員 

（記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）千葉県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．歯の健康に留意していること，２．歯みがきの状況，３．フッ化物の塗布状況，４．生活習

慣の状況，５．食生活習慣の状況，６．保護者の歯科保健行動の状況 



【調査名】 工業実態調査 

【実施機関】 明石市産業振興部商工労政課 

【目 的】 明石市内の製造業事業所の実情や課題、要望、意見等について的確に把握し、実効性の高い工業施策

を策定するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－工業実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「明石市工業実態調査報告書」（平成１８

年４月頃） （表章）市区町村 

【経 費】 ３，０００ 

※ 

【調査票名】 １－工業実態調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０９４ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）明石市全域 （単位）事業所 （属性）製造業全事業所 （抽出枠）平成１６年工業調

査準備調査名簿全て 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６８０／母６８０ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）明石市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１１月中旬から平成１７年１１月２５日まで 

【調査事項】 １．フェイス事項，２．製品及び取引関係について，３．事業上の課題と今後の事業展開につい

て，４．産業支援機関の利用状況について，５．グループづくりについて，６．その他 



【調査名】 空家実態調査 

【実施機関】 宮崎県土木部建築住宅課 

【目 的】 居住者のニーズに対応した住み替えを促進する上で、既存の住宅ストックとして重要な役割を果たす

空家について、その実態を調査し、宮崎県における今後の住宅政策の検討のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－空家実態調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（作成後に閲覧により

公表） （表章）都道府県 

【経 費】 ５，０００ 

※ 

【調査票名】 １－空家実態調査調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０９５ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）空家及びその所有者 （属性）平成１２年国勢調査の一般調査区

に立地する空家及びその所有者 （抽出枠）平成１２年国勢調査調査区地図 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母５３，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）宮崎県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１１月２０日～平成１８年１月２０日 

【調査事項】 １．所有者の属性について（１）所有者の種類、所在地等に関すること，２．空家の属性につい

て（１）空家住戸の種類、構造等に関すること，（２）空家住戸の建築時期、老朽度に関するこ

と，（３）空家住戸の規模、設備、住環境に関すること，（４）空家住戸の発生経緯に関するこ

と，（５）空家住戸の入居者募集状況、改善計画等に関すること 



【調査名】 企業における仕事と生活の調和に資する取り組みに関する調査 

【実施機関】 大阪府立産業開発研究所 

【目 的】 大阪府内事業者における仕事と生活の調和支援の取り組みの現状を把握し、仕事と生活の調和支援の

取り組みによる企業業績への影響及び、企業業績に好影響を与える条件を明らかにする。 

【調査の構成】 １－企業における仕事と生活の調和に資する取り組みに関する調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「仕事と生活の調和に関する調査報告書」（平成１８

年４月） （表章）都道府県 

【経 費】 ２９０ 

※ 

【調査票名】 １－企業における仕事と生活の調和に資する取り組みに関する調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０９６ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）大阪府 （単位）企業 （属性）「建設業」「製造業」「情報通信業」「運輸業」「卸

売・小売業」「金融・保険業」「不動産業」「飲食店、宿泊業」「医療、福祉」「教育、学習支援

業」「サービス業（他に分類されないもの）」に属する企業常用雇用者規模２０人以上の会社企業 

（抽出枠）総務省「平成１３年事業所・企業統計調査結果事業所名簿」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母２０，４０９ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１０月３１日現在 （系統）大阪府→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１２月（提出締切） 

【調査事項】 １．企業概要（企業業績など）について，２．雇用について，３．仕事と生活の調和に資する取

り組みについて，４．企業風土及び意識について 



【調査名】 法人企業統計調査（県民経済計算のための調査） 

【実施機関】 福岡県企画振興部調査統計課 

【目 的】 福岡県内における法人企業の活動の実態を把握し、県民経済計算の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－調査票Ａ，２－調査票Ｂ，３－調査票Ｃ，４－調査票Ｄ，５－調査票Ｅ 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表しない （表章）都道府県 

【経 費】 ６５５ 

※ 

【調査票名】 １－調査票Ａ 

【受理年月日】 平成１７年１１月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０９７ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）企業 （属性）福岡県内に事業所を有する電気業、ガス業、熱供

給業、放送業を主として営む法人企業 （抽出枠）独自名簿による 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成

１６年４月１日から平成１７年３月３１日の１年間 ただし、決算期が異なる場合は、平成１７年

３月３１日に最も近い決算期における事業年度の１年間 （系統）福岡県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称及び所在地等，２．従業者数，３．売上高又は営業収入，４．費用 

※ 

【調査票名】 ２－調査票Ｂ 

【受理年月日】 平成１７年１１月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０９７ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）企業 （属性）福岡県内に事業所を有する電気業を主として営む

法人企業 （抽出枠）独自名簿による 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１

６年４月１日から平成１７年３月３１日の１年間 ただし、決算期が異なる場合は、平成１７年３

月３１日に最も近い決算期における事業年度の１年間 （系統）福岡県→報告者 



【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称及び所在地等，２．発電電力量 

※ 

【調査票名】 ３－調査票Ｃ 

【受理年月日】 平成１７年１１月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０９７ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）企業 （属性）福岡県内に事業所を有する鉄道業を主として営む

法人企業 （抽出枠）独自名簿による 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１

６年４月１日から平成１７年３月３１日の１年間 ただし、決算期が異なる場合は、平成１７年３

月３１日に最も近い決算期における事業年度の１年間 （系統）福岡県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月中旬 

【調査事項】 １．事業所及び所在地等，２．料金収入，３．輸送実績 

※ 

【調査票名】 ４－調査票Ｄ 

【受理年月日】 平成１７年１１月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０９７ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）事業所 （属性）福岡県内に事業所を有する金融業を主として営

む法人企業 （抽出枠）独自名簿による 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成

１６年４月１日から平成１７年３月３１日の１年間 ただし、決算期が異なる場合は、平成１７年

３月３１日に最も近い決算期における事業年度の１年間 （系統）福岡県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称及び所在地等，２．受取手数料，３．金融収支，４．預金残高，５．貸出残

高，６．受取利子，７．支払利子，８．受取配当 

※ 



【調査票名】 ５－調査票Ｅ 

【受理年月日】 平成１７年１１月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０９７ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）企業 （属性）福岡県内に事業所を有すると蓄業を主として営む

法人企業 （抽出枠）独自名簿による 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１

６年４月１日から平成１７年３月３１日の１年間 ただし、決算期が異なる場合は、平成１７年３

月３１日に最も近い決算期における事業年度の１年間 （系統）福岡県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称及び所在地等，２．売上高又は営業収入，３．経費 



【調査名】 一般環境経由によるアスベスト曝露の健康影響実態調査 

【実施機関】 兵庫県健康生活部健康局疾病対策課 

【目 的】 一般環境経由による石綿曝露の可能性の高いと指摘されている地域を中心に周辺住民の中皮腫患者の

背景に関する実態把握を行い、行政施策の企画立案のために利用する。 

【調査の構成】 １－アスベストの健康影響に係る住民調査票，２－石綿（アスベスト）アンケート票，３－アス

ベスト関連疾患に係るカルテ調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」及び広報、ホームページで公表

（平成１８年４月） （表章）都道府県 

【経 費】 ９，６００ 

※ 

【調査票名】 １－アスベストの健康影響に係る住民調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０９８ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）兵庫県全域 （単位）個人 （属性）①平成１４年から平成１６年の３年間の人口動態

統計の死亡小票における、兵庫県内の悪性中皮腫による死亡者，②兵庫県内の保健所の健康相談で

把握した中皮腫による死亡者及び療養中の患者，③兵庫県が尼崎市労働者安全センターから把握し

た、アスベスト曝露による中皮腫の死亡者及び療養中の患者 （抽出枠）①兵庫県の悪性中皮腫死

亡者リスト（人口動態統計の目的外使用により入手），②兵庫県の中皮腫健康相談者リスト（保健

所から入手），③兵庫県のアスベスト曝露による中皮腫の死亡者及び療養中患者リスト（尼崎市労

働者安全センターから入手） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４４０ （配布）併用 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）

調査日現在 （系統）兵庫県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１１月中旬から平成１８年３月（予定） 

【調査事項】 １．対象者の基本的事項（対象者氏名、性別、生年月日、聞き取り対応者の対象者との関係、住

所、原死因、健康診査の受診程度、受診のきっかけ、喫煙の有無、その他の疾病、労災認定の有

無、健康管理手帳の有無、対象者家族の中皮腫罹患状況、診断医師の所属・氏名），２．対象者の



職歴事項（会社名、所在地、所属した期間、産業、仕事内容、取扱い材料、傍での仕事、出入りし

た場所、アスベスト吹きつけの部屋の有無、労災認定），３．家族の職歴事項（会社名、所在地、

所属した期間、産業、仕事内容、取扱い材料、傍での仕事、出入りした場所、アスベスト吹きつけ

の部屋の有無、労災認定），４．傍職業曝露（作業衣の洗濯、家庭内での石綿関連製品の有無），

５．近隣曝露（居住地に関する事項、保育・通学・通勤歴に関する事項、幼少期の遊び・環境） 

※ 

【調査票名】 ２－石綿（アスベスト）アンケート票 

【受理年月日】 平成１７年１１月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０９８ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）兵庫県全域 （単位）個人 （属性）①平成１４年から平成１６年の３年間の人口動態

統計の死亡小票における、兵庫県内の悪性中皮腫による死亡者，②兵庫県内の保健所の健康相談で

把握した中皮腫による死亡者及び療養中の患者，③兵庫県が尼崎市労働者安全センターから把握し

た、アスベスト曝露による中皮腫の死亡者及び療養中の患者 （抽出枠）①兵庫県の悪性中皮腫死

亡者リスト（人口動態統計の目的外使用により入手），②兵庫県の中皮腫健康相談者リスト（保健

所から入手），③兵庫県のアスベスト曝露による中皮腫の死亡者及び療養中患者リスト（尼崎市労

働者安全センターから入手） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４４０ （配布）併用 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）

調査日現在 （系統）兵庫県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１１月中旬から平成１８年３月（予定） 

【調査事項】 １．記入者氏名，２．対象者との続柄，３．職業歴，４．就業期間，５．アスベスト関連作業の

経験，６．会社名 

※ 

【調査票名】 ３－アスベスト関連疾患に係るカルテ調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０９８ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）兵庫県全域 （単位）個人 （属性）①平成１４年から平成１６年の３年間の人口動態



統計の死亡小票における、兵庫県内の悪性中皮腫による死亡者，②兵庫県内の保健所の健康相談で

把握した中皮腫による死亡者及び療養中の患者，③兵庫県が尼崎市労働者安全センターから把握し

た、アスベスト曝露による中皮腫の死亡者及び療養中の患者 （抽出枠）①兵庫県の悪性中皮腫死

亡者リスト（人口動態統計の目的外使用により入手），②兵庫県の中皮腫健康相談者リスト（保健

所から入手），③兵庫県のアスベスト曝露による中皮腫の死亡者及び療養中患者リスト（尼崎市労

働者安全センターから入手） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４４０ （配布）併用 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）

調査日現在 （系統）兵庫県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１１月中旬から平成１８年３月（予定） 

【調査事項】 １．対象者氏名，２．性別，３．生年月日，４．死亡日時，５．住所，６．家族の病歴，７．喫

煙習慣，８．石綿曝露の可能性，９．職業歴，１０．中皮腫発見契機，１１．中皮腫の部位，１

２．初期臨床症状，１３．検査所見，１４．中皮腫確定診断，腫瘍分類，１５．治療経過，１６．

原死因 



【調査名】 労働条件等実態調査 

【実施機関】 鳥取県商工労働部労働雇用課 

【目 的】 鳥取県内民営事業所の労働条件の実態を把握し、これを労働条件決定の参考資料として提供すること

により、合理的な労働条件の決定及び労使関係の安定に資する。 

【調査の構成】 １－労働条件等実態調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年３月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ２，６９２ 

※ 

【調査票名】 １－労働条件等実態調査調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０９９ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）事業所 （属性）産業大分類が農・林・漁・鉱業を除く、従事者

規模（常用雇用）が１０人以上の民営事業所 （抽出枠）平成１３年事業所・企業統計調査事業所

名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／母４，６１４ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１１月１日現在 （系統）鳥取県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１７年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．事業所の現況，２．年間休日日数，３．年次有給休暇，４．週休２日制の実施状況，５．変

形労働時間制の実施状況，６．ボランティア休暇制度，７．育児・介護休業制度，８．女性の深夜

業・セクハラ対策，９．パート労働者・派遣労働者の雇用状況 



【調査名】 障害者雇用に関するアンケート調査 

【実施機関】 熊本県八代地域振興局保健福祉環境部総務企画課 

【目 的】 八代地域において、障害者の就労状況、雇用条件等を把握することにより、障害者雇用促進を図る基

礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－障害者雇用に関するアンケート調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年２月下旬） （表

章）都道府県 

【経 費】 ７００ 

※ 

【調査票名】 １－障害者雇用に関するアンケート調査調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月１５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１００ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）熊本県八代地域（旧八代市） （単位）事業所 （属性）従業員５人以上の事業所 

（抽出枠）従業員５人以上の事業所名簿（八代商工会議所資料） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４００／母２，１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）熊本県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１２月１０日 

【調査事項】 １．事業所の基本的属性（名称、産業、本支の別、経営組織、従業者数），２．障害者雇用の有

無（人数、職種、職場環境），３．今後の障害者雇用の意識（メリット・デメリット），４．障害

者雇用助成制度の認知度，５．行政に期待する要望 



【調査名】 思春期の子をもつ親の意識調査 

【実施機関】 山梨県富士北麓・東部地域振興局健康福祉部 

【目 的】 思春期の子を持つ親の生活状況・子育て・しつけ・教育等に対する実態と考えの把握を行い、大月保

健所管内における健全育成施策の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－思春期の子をもつ親の意識調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年３月末日） （表

章）都道府県 

【経 費】 ５３６ 

※ 

【調査票名】 １－思春期の子をもつ親の意識調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１０１ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）大月保健所管内の各市町村における小中学校で、学校の規模、地域性を考慮して選定し

た１５校 （単位）個人 （属性）選定した小学校の５、６年生、中学校の１、２、３年生の親 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０２８／母９，９７２ （配布）学校に依頼、児童、生徒

を通じて各家庭に配布 （取集）学校に依頼、児童、生徒を通じて取集 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）大月保健所職員→各対象校教諭→児童・生徒→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１１月（調査票配布１週間後） 

【調査事項】 １．フェイス事項（子どもの性別、調査対象者の年齢、家族構成、子どもの数、仕事の有無），

２．親の生活習慣等（体調、朝食の状況、早寝早起きの習慣、喫煙・飲酒の習慣、性・思春期の子

どもとの関わり方を学ぶ機会），３．子どもの生活習慣等（朝食の状況、早寝早起きの習慣、帰宅

後の居場所、携帯電話の有無、インターネット、電子メールの利用状況），４．子育て（主に子育

てを行う者、子どもとの関わり、子どもに関して知っていること、子どもとの接し方、子どもとの

会話、子育てについて思うこと、子育てに対しての不安），５．教育・しつけ（しつけについて話

し合う機会、しつけに力を入れていること、子どもに必要な指導），６．行政への要望等 



【調査名】 アスベスト健康被害に関する実態調査 

【実施機関】 秋田県健康福祉部健康対策課 

【目 的】 アスベストと関連が強いとされている悪性中皮腫で死亡した遺族に対し、患者の生前の生活環境・職

歴等を調査、死亡者を最後に診察した病院等の医師に対し、その患者に関する情報（曝露の状況、所

見）を調査して、調査結果を秋田県内のアスベスト被害の拡大防止策の検討に役立てることを目的とす

る。 

【調査の構成】 １－アスベスト健康被害に関する実態調査調査票（遺族調査），２－アスベスト健康被害に関す

る実態調査調査票（医療機関調査） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「県アスベスト問題連絡協議会」を通して公表（平成

１８年２月頃） （表章）都道府県 

【経 費】 １０ 

※ 

【調査票名】 １－アスベスト健康被害に関する実態調査調査票（遺族調査） 

【受理年月日】 平成１７年１１月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１０２ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）秋田県全域 （単位）個人 （属性）平成１４年から１６年までの間に悪性中皮腫で死

亡した患者（２０名）の遺族 （抽出枠）人口動態調査死亡小票の閲覧により得られる「秋田県中

皮腫死亡小票転写一覧表」 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２０ （配布）調査員 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調

査日現在 （系統）秋田県→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月２８日まで 

【調査事項】 １．生前従事した仕事に関する事項（会社名、仕事の種類・内容、従事期間），２．生前の生活

環境に関する事項（住宅、家庭、居住地周辺の環境） 

※ 

【調査票名】 ２－アスベスト健康被害に関する実態調査調査票（医療機関調査） 

【受理年月日】 平成１７年１１月２４日 



【受理番号】 受理番号（新）１０５１０２ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）秋田県全域 （単位）個人 （属性）平成１４年から１６年までの間に悪性中皮腫で死

亡した患者（２０名）を最後に診察した医師 （抽出枠）人口動態調査死亡小票の閲覧により得ら

れる「秋田県中皮腫死亡小票転写一覧表」 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査

日現在 （系統）秋田県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月２８日まで 

【調査事項】 １．対象者氏名，２．性別，３．生年月日，４．死亡日時，５．住所，６．石綿曝露の可能性，

７．職業歴，８．初期臨床症状，９．発病日，１０．初診日，１１．入院日，１２．検査所見 



【調査名】 市民一万人アンケート 

【実施機関】 神戸市市民参画推進局広聴課 

【目 的】 神戸市民の意識や要望、その短期的な変化を把握し、具体的な施策等に反映された神戸市の事業や施

策を実施していく上での基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－市民一万人アンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）未定 （表章）市区町村 

【経 費】 ５，０００ 

※ 

【調査票名】 １－市民一万人アンケート調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１０３ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上の神戸市民 （抽出枠）住民基本台

帳，外国人登録原票 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／母１，２６０，３７３ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）（予定） 

【調査事項】 １．安全で安心して暮らせるまちづくりのために，（１）防犯について，（２）災害への備えと

住まいの住宅対策について，（３）神戸まつりについて，２．「神戸２０１０ビジョン」チャレン

ジ指標現状調査，（１）日常生活における活動について，（２）地域の行事の有無，（３）あいさ

つをする近所の人の数，（４）親の基本的なしつけの状況，（５）神戸の都心の魅力の有無，

（６）くらしの満足度 



【調査名】 健康増進計画アンケート調査 

【実施機関】 京丹後市保健福祉部健康推進課 

【目 的】 京丹後市住民の食生活・運動・ストレス・喫煙・歯等健康に関する意識の実態を把握し、「京丹後市

健康増進計画」の策定及び今後の市政における企画運営に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－健康増進計画アンケート調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）ホームページで公表（平成１８年３月末） 

（表章）市区町村 

※ 

【調査票名】 １－健康増進計画アンケート調査調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１０４ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）京丹後市全域 （単位）個人 （属性）１０月１日現在京丹後市在住の２０歳以上の市

民 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母６５，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）京丹後市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１２月１５日 

【調査事項】 １．基本的属性（性別、年齢、世帯構成、職業、町名、身長・体重），２．食生活における現

状、問題意識や改善意欲、今後の健康や食生活に関する学習会への参加意向に関する事項，３．身

体、運動、地域活動に関する事項，４．睡眠・ストレスに関する事項，５．喫煙に関する事項，

６．飲酒に関する事項，７．健康状態や検診に関する事項 



【調査名】 寡婦実態調査 

【実施機関】 香川県健康福祉部子育て支援課 

【目 的】 母子家庭等自立促進計画を策定するにあたり、香川県内の寡婦家庭の実態を把握し、今後の母子福祉

施策を効果的に推進するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－寡婦実態調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年３月） （表章）都

道府県 

【経 費】 ２００ 

※ 

【調査票名】 １－寡婦実態調査調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月２８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１０５ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）香川県内の市町 （単位）個人 （属性）平成１７年１２月１日現在、香川県内の市町

に住所を有し、現に２０歳未満の児童を扶養しておらず、かつ、配偶者のない女子で、かつて母子

家庭の母として児童を扶養していた６５歳未満の者 （抽出枠）（財）香川県母子福祉連合会会員

名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４００／母４７０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）平成１７年１２月１日現在 （系統）香川県→（財）母子福祉連合会→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１２月３１日 

【調査事項】 １．世帯の状況（１）フェイス事項（年齢、子どもの数等），（２）家族構成，（３）かつて母

子世帯となった理由，（４）養育費の取り決めの状況等，２．仕事の状況，（１）母子世帯となっ

た当時の仕事，（２）現在の仕事，（３）仕事を変えた理由，（４）どのように仕事を探したか，

（５）一日の平均労働時間，（６）通勤時間，（７）仕事上で困ったこと，（８）今後取得したい

資格等，３．住宅の状況，（１）住宅の種類，（２）家賃，（３）公営住宅への入居の希望，

（４）母子寮の入居経験等，４．収入や生活の状況，（１）年間収入，（２）月収，（３）収入

源，（４）現在の生活状況，（５）年金・手当ての受給状況，５．健康について，（１）健康状



態，（２）加入している医療保険，（３）病気のときに世話をしてくれる人等，６．困っているこ

と，（１）かつて母子世帯になって困ったこと，（２）現在、困っていること，（３）困った時の

相談相手等，７．福祉制度について，（１）福祉制度の利用状況，（２）どのように母子福祉連合

会を知ったか，（３）行政や福祉制度への要望等 



【調査名】 児童生徒歯科保健実態調査 

【実施機関】 千葉県健康福祉部健康増進課 

【目 的】 千葉県の歯科保健状況を把握し、今日まで行われてきた種々の対策の効果について検討を行い、今後

の歯科保健医療対策の推進及び「健康ちば２１」の中間評価に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－児童生徒歯科保健実態調査票（小学校第１学年用），２－児童生徒歯科保健実態調査票（小

学校第４学年用），３－児童生徒歯科保健実態調査票（中学校第１学年用），４－児童生徒歯科保

健実態調査票（高等学校第１学年用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「平成１７年度千葉県歯科保健実態調査結

果報告書」（平成１８年３月以降） （表章）都道府県 

【経 費】 ３，８００ 

※ 

【調査票名】 １－児童生徒歯科保健実態調査票（小学校第１学年用） 

【受理年月日】 平成１７年１１月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１０６ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）個人 （属性）公立小学校の第１学年（各学年１クラス） （抽

出枠）千葉県教育便覧平成１７年版学校名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６００／母５７７，４９４ （配布）学校職員 （取集）学校

職員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）千葉県→学校職員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１２月１日～平成１８年１月３１日 

【調査事項】 １．性別，２．間食及び甘味飲料の摂取状況，３．歯の観察頻度，４．フッ素物配合の歯みがき

剤の使用状況，５．かかりつけ歯医者の状況 

※ 

【調査票名】 ２－児童生徒歯科保健実態調査票（小学校第４学年用） 

【受理年月日】 平成１７年１１月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１０６ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）個人 （属性）公立小学校の第４学年（各学年１クラス） （抽



出枠）千葉県教育便覧平成１７年版学校名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６００／母５７７，４９４ （配布）学校職員 （取集）学校

職員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）千葉県→学校職員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１２月１日～平成１８年１月３１日 

【調査事項】 １．性別，２．間食及び甘味飲料の摂取状況，３．歯の観察頻度，４．フッ素物配合の歯みがき

剤の使用状況，５．かかりつけ歯医者の状況 

※ 

【調査票名】 ３－児童生徒歯科保健実態調査票（中学校第１学年用） 

【受理年月日】 平成１７年１１月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１０６ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）個人 （属性）公立中学校の第１学年（各学年１クラス） （抽

出枠）千葉県教育便覧平成１７年版学校名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６００／母５７７，４９４ （配布）学校職員 （取集）学校

職員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）千葉県→学校職員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１２月１日～平成１８年１月３１日 

【調査事項】 １．性別，２．間食及び甘味飲料の摂取状況，３．デンタルフロス等の使用状況，４．歯の観察

頻度，５．フッ素物配合の歯みがき剤の使用状況，６．かかりつけ歯医者の状況 

※ 

【調査票名】 ４－児童生徒歯科保健実態調査票（高等学校第１学年用） 

【受理年月日】 平成１７年１１月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１０６ 受理番号（旧）０ 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）個人 （属性）県立高等学校の第１学年（各学年１クラス） 

（抽出枠）千葉県教育便覧平成１７年版学校名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３００／母５７７，４９４ （配布）学校職員 （取集）学校

職員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）千葉県→学校職員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１２月１日～平成１８年１月３１日 



【調査事項】 １．性別，２．間食及び甘味飲料の摂取状況，３．デンタルフロス等の使用状況，４．歯の観察

頻度，５．フッ素物配合の歯みがき剤の使用状況，６．かかりつけ歯医者の状況 



（２） 変更 

【調査名】 県民歯科疾患実態調査 

【実施機関】 鳥取県福祉保健部健康対策課 

【目 的】 鳥取県民の歯科保健の状態を把握し，今後の歯科保健医療対策の推進に必要な基礎資料を得ることを

目的とするとともに、平成１３年に策定した健康とっとり計画の中間評価をする。 

【調査の構成】 １－県民歯科疾患実態調査票，２－県民歯科疾患実態調査アンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年３月） （表章）都

道府県 

【経 費】 ２，６１５ 

※ 

【調査票名】 １－県民歯科疾患実態調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０８５ 受理番号（旧）１０００１９ 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）個人 （属性）各保健所管内別人口比より抽出した１５歳以上の

者，事業所健診受診者 （抽出枠）①平成１２年国勢調査調査区から県内４保健所（鳥取・倉吉・

米子・日野）の管轄区域別に人口比により抽出した１１地区内に住む１５歳以上の者約１，０００

人，②鳥取県内の政府管掌健康保険適用事業所８，８２６社中、無作為抽出した７７社の従業員約

１，０００人，③健康組合保健鳥取連合会加入事業所６９社中、無作為に抽出した８社の従業員約

５００人 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／母５１９，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）鳥取県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１７年１１月から平成１８年３月 

【調査事項】 １．フェイス事項（性別、年齢），２．歯の状況，３．補綴の状況，４．歯肉の状況，５．特記

事項 

※ 

 



【調査票名】 ２－県民歯科疾患実態調査アンケート調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０８５ 受理番号（旧）１０００１９ 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）個人 （属性）各保健所管内別人口比により抽出した１５歳以上

の者、事業所健診受診者 （抽出枠）①平成１２年国勢調査調査区から県内４保健所（鳥取・倉

吉・米子・日野）の管轄区域別に人口比により抽出した１１地区内に住む１５歳以上の者約１，０

００人，②鳥取県内の政府管掌健康保険適用事業所８，８２６社中、無作為抽出した７７社の従業

員約１，０００人，③健康組合保健鳥取連合会加入事業所６９社中、無作為に抽出した８社の従業

員約５００人 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／母５１９，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）鳥取県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１７年１１月から平成１８年３月 

【調査事項】 １．歯みがきの習慣，２．歯磨きの時間，３．歯磨き剤等の使用状況，４．デンタルフロス等の

使用状況，５．歯みがき指導の状況，６．現在の歯や歯ぐきの状況 



【調査名】 特定地場産品調査 

【実施機関】 香川県商工労働部経営支援課 

【目 的】 特定地場産品の実態を把握し，地場産業振興対策の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－特定地場産品調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年３月） （表章）都

道府県 

【経 費】 ２，２７７ 

※ 

【調査票名】 １－特定地場産品調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月１８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０８６ 受理番号（旧）２０３０７２ 

【調査対象】 （地域）香川県内 （単位）事業所 （属性）香川県の特定地場産品である２９業種のうち，い

ずれかを製造又は賃加工する事業所 （抽出枠）工業統計調査準備調査名簿（平成１７年） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，４４７／母１，４４７ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）自計 （把握時）平成１７年１２月３１日現在 （系統）香川県→市・町→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）西暦末日が０，３，５，８の年 （実施期日）配布１２月中旬、提出１月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称及び電話番号，２．製造品・賃加工品の販売先地域別割合（年間），３．販売

先の業態別割合（年間），４．主な原材料の仕入先地域別割合（年間），５．特定製品の出荷額等

（年間），６．経営上の問題点，７．経営方針 



【調査名】 企業対象暴力に関するアンケート 

【実施機関】 北九州市総務市民局民事暴力相談センター 

【目 的】 北九州市内の事業所、企業を対象に，暴力追放に関する意識や被害を調査し、今後の啓発・相談・排

除活動の施策を効果的に推進していくための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－企業対象暴力に関するアンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（３月初旬から中旬） （表章）

市区町村 

【経 費】 ２００ 

※ 

【調査票名】 １－企業対象暴力に関するアンケート調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０８７ 受理番号（旧）１０３１８５ 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）事業所 （属性）従業員１０名以上の事業所 （抽出枠）平成

１６年事業所・企業統計調査調査区別民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／母１８，２６７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）北九州市→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１７年１２月２２日 

【調査事項】 １．不当要求等の有無，２．暴力団からの要求等の内容，３．相手が暴力団と認識した理由，

４．暴力団関連企業からの要求等の内容，５．相手が暴力団関連企業と認識した理由，６．社会運

動標ぼうゴロ（エセ同和等）からの要求等の内容，７．相手が社会運動標ぼうゴロ（エセ同和等）

と認識した内容，８．その他の要求等の内容，９．相手の要求等の態様，１０．要求等の金額，１

１．対処の際の相談先、対処の仕方，１２．相手に渡した金額，１３．要求等に応じた理由，１

４．要求等に従わなかった時の相手方の行動，１５．図書・機関紙が送付されたときの対応，１

６．警察への要望，１７，民事暴力センターの認知度、利用状況，１８．自由意見，１９．フェイ

ス事項（業種、従業員数） 



【調査名】 県民健康栄養調査 

【実施機関】 鳥取県健康福祉部健康増進課 

【目 的】 鳥取県では、がん、心臓病、脳卒中等の三大死因による死亡率が全国平均より高い。そこで、自覚症

状がないまま進行する生活習慣病を予防するため、関連深い食生活、運動、喫煙、アルコール、歯科保

健等の生活スタイルや健康状態を把握し、データを活用した普及啓発・施策の展開や生活習慣病になら

ない生活スタイルへの見直しを進めるための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票，２－栄養摂取状況調査票，３－健康づくり意識調査票，４－子どもの食生

活状況調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年２月及び１２月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ４，１７３ 

※ 

【調査票名】 １－栄養摂取状況調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０８８ 受理番号（旧）２９９０７０ 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）世帯 （属性）調査区内の全世帯 （抽出枠）平成１２年国勢調

査調査地区一覧表・世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／母６０７，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）鳥取県→保健所（調査員）→報告者 

【周期・期日】 （周期）６年 （実施期日）平成１７年１１月１日～平成１７年１２月１日 

【調査事項】 １．世帯の状況（氏名、生年月、妊産婦（週数）・授乳婦の別、仕事の種類、日常生活活動強

度），２．食事の状況（１日）（朝・昼・夕食別、家庭食・外食・欠食の区別），３．食物摂取状

況調査（１日）（料理名、食品名、使用量、廃棄量、世帯員ごとの案分比率（朝・昼・夕・間食

別）），４．食習慣調査（食品別摂取頻度（満２０歳以上）） 

※ 

 



【調査票名】 ２－身体状況調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０８８ 受理番号（旧）２９９０７０ 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）世帯 （属性）調査区内の全世帯員 （抽出枠）平成１２年国勢

調査調査地区一覧表・世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／母６０７，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）鳥取県→保健所（調査員）→報告者 

【周期・期日】 （周期）６年 （実施期日）平成１７年１１月１日～平成１７年１２月１日 

【調査事項】 １．身長・体重（満１歳以上），２．胸囲，３．血圧測定，４．歩行数（満１５歳以上） 

※ 

【調査票名】 ３－健康づくり意識調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０８８ 受理番号（旧）２９９０７０ 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）個人 （属性）調査区内の全世帯の１５歳以上の世帯員（中学生

を除く） （抽出枠）平成１２年国勢調査調査地区一覧表・世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／母６０７，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）鳥取県→保健所（調査員）→報告者 

【周期・期日】 （周期）６年 （実施期日）平成１７年１１月１日～平成１７年１２月１日 

【調査事項】 １．健康増進（栄養・食生活、身体活動、こころの健康），２．生活習慣病（脳卒中・糖尿病・

がんの予防、たばこ、アルコール），３．こころのケア，４．寝たきり予防 

※ 

【調査票名】 ４－子どもの食生活状況調査票 

【受理年月日】 平成１７年１１月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０８８ 受理番号（旧）２９９０７０ 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）個人 （属性）調査区内の全世帯の満３歳以上１５歳以下の世帯

員 （抽出枠）平成１２年国勢調査調査地区一覧表・世帯名簿 



【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／母６０７，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）鳥取県→保健所（調査員）→報告者 

【周期・期日】 （周期）６年 （実施期日）平成１７年１１月１日～平成１７年１２月１日 

【調査事項】 １．通園，通学状況，２．子どもの健康状態，３．子どもはよくからだを動かすか，４．子ども

の朝食の状況，５．子どもの夕食の状況，６．子どもの夜食の状況等 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 参   考 



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(1)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年

(4)

83 59 81 67 58 71 54 18 25 18 25 35 11 605

(3) (3)

22 18 10 5 5 5 3 2 1 5 3 6 3 88

(3) (4) (7)

105 77 91 72 63 76 57 20 26 23 28 41 14 693

(1) (1) (1)

26 33 43 77 68 73 71 7 34 8 12 8 3 463

8 7 31 52 55 110 101 36 25 35 33 30 14 537

(1) (1) (2)

34 40 74 129 123 183 172 43 59 43 45 38 17 1000

2 2 0 0 4

(11) (3) (1)  (4) (19)

22 10 16 13 14 35 23 9 8 11 8 6 2 177

(1) (1)

1 1 2 1 5

(11) (3) (2) (4) (20)

23 11 18 13 15 35 23 9 8 11 8 6 2 182

(1) (1) (1)

102 106 101 108 142 139 107 27 50 6 23 7 6 924

308 298 312 278 193 216 138 47 56 51 41 44 44 2026

5 2 7 10 3 2 1 1 1 1 33

3 2 6 2 2 2 2 2 2 23

(2) (3) (1) (1) (1) (1) (9)

380 355 321 358 299 355 179 98 44 82 70 41 66 2648

(2) (3) (1) (1) (1) (1) (9)

688 661 635 643 502 576 325 148 102 136 114 87 113 4730

(注)１．この表は、統計報告調整法により承認された統計報告を、調査票の様式単位で示したものである。

２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

年（月）

実施機関名

文 部 科 学 省

内
　
閣
　
府

総
　
務
　
省

経 済 社 会
総 合 研 究 所

そ の 他

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

法 務 省

財
　
務
　
省

国 税 庁

小 計

小 計

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(2)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年

(3) (3)

384 425 435 374 379 330 183 44 63 56 90 53 37 2853

(2) (2)

102 71 77 72 54 79 52 12 22 24 17 17 29 628

82 49 25 18 14 7 2 2 2 3 204

3 4 3 5 5 4 1 2 1 1 29

(15) (21) (10) (20) (20) (4) (9) (6) (2) (2) (2) (2) (113)

143 182 226 154 80 91 36 15 34 32 25 24 13 1055

(15) (24) (10) (20) (20) (4) (9) (6) (2) (2) (2) (2) (2) (118)

711 730 767 621 532 512 277 72 119 116 135 95 82 4769

(2) (6) (2) (2) (1) (1) (14)

209 157 128 119 106 67 50 41 10 24 5 26 2 944

11 1 7 11 30

(1) (3) (4) (2) (1) (11)

61 56 90 63 103 73 51 9 13 11 9 15 11 565

(17) (18) (23) (35) (32) (17) (16) (7) (5) (3) (12) (3) (12) (200)

309 249 272 212 186 166 121 25 24 21 9 13 14 1621

(18) (20) (32) (41) (36) (18) (17) (7) (5) (3) (12) (4) (12) (225)

579 462 490 394 395 306 222 75 47 67 24 61 38 3160

(30) (49) (22) (27) (9) (2) (11) (5) (1) (156)

126 202 176 175 218 215 150 46 48 45 55 30 11 1497

(19) (35) (62) (25) (26) (23) (11) (4) (1) (206)

223 243 179 172 124 131 64 16 21 20 15 34 28 1270

(19) (65) (111) (47) (53) (32) (2) (22) (9) (1) (1) (362)

349 445 355 347 342 346 214 62 69 65 70 64 39 2767

(4) (12) (14) (11) (11) (5) (1) (2) (1) (1) (1) (1) (64)

2 1 4 11 1 1 20

65 116 168 122 122 65 37 37 19 6 16 10 26 809

30 52 84 61 61 29 20 19 10 3 8 5 13 395

2591 2532 2533 2328 2118 2173 1397 467 480 469 449 400 312 18249

2621 2584 2617 2389 2179 2202 1417 486 490 472 457 405 325 18644

年（月）

実施機関名

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局
（旧食糧庁）

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

環 境 省

合
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)



年（月） 平成
16年

備　考

12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

(4) 　 　 　

4 3 　 　 　

  　 5 1

(4)

4 3 5 1

4 　 　 　 3 3

3 6   3 4 2 1 1

3 10 3 7 2 4 1

(4) 　 　 　

1 2 1

(4)

1 2 1

(1) 　

1 5 　 　 1 1 3 3 1

2 10  2 24 2 4 1 2 1

1

　 　

(1) 　

2 3 29 1 5 5 10 24 7 6

(1) 　

4 3 39 1 7 29 12 28 8 9 1

(注) １．この表は、統計報告調整法により、承認された統計報告を調査票の様式単位で示したものである。

　　　２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

３．農林水産省大臣官房統計部の平成15年６月までの欄は、旧農林水産省大臣官房統計情報部実

　施のものである。

４．従来総務省の内訳としていた公正取引委員会実施分は、平成15年4月以降は内閣府のその他の

　欄に計上している。

承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(1)

財
　
務
　
省

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

実施機関名

経 済 社 会
総 合 研 究 所内

　
閣
　
府

総
　
務
　
省

そ の 他

法 務 省

文 部 科 学 省

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

国 税 庁

小 計

小 計

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

平成17年



承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(2)

平成
16年

備　考

12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

6 4 1 2 8 1 8 1 3

(2)

3 3

　

1

　

12   3 　

　

6 7 13 5 8 1 1 8 3 1 3

1 2 1 2 2

7 1 　 2 24

2 　

　 (2) 　 (1) 　

5 4 　 　 　 2 　 1 2

　 (1) 　

12 1 4 1 2 3 4 3 28

4 1 21 1 　 6 4 1 　

6 2 2 2 12 7 12 4 2

6 4 3 21 3 2 18 11 13 4 2

　 (1) 　

1 　 　 　

8 　 4 　 4 　

 

4 　 2 　 2 　

37 7 14 92 11 15 38 42 54 36 23 36

37 7 14 96 11 17 38 42 54 38 23 36

年（月）

実施機関名

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

平成17年

環 境 省

合
　
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)



届出統計調査の実施機関別・年次別受理件数

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年

新 規 58 54 43 39 32 27 9 1 1 5 8 8 4 289

変 更 69 72 99 108 88 79 59 22 22 15 23 29 15 700

中 止 6 3 7 11 6 2 1 1 2 1 1 41

新 規 358 282 367 354 355 389 199 103 84 75 63 67 72 2768

変 更 329 299 199 140 177 210 141 37 40 88 29 74 62 1825

中 止 4 4 8 2 15 16 23 8 8 10 4 4 7 113

新 規 105 82 85 124 139 127 55 39 36 26 28 240 371 1457

変 更 131 65 55 49 61 114 64 17 12 24 24 16 12 644

中 止 1 1 5 2 8 3 1 1 3 2 27

新 規 2 6 2 1 11

変 更 10 9 10 16 16 9 2 1 2 2 2 1 80

中 止 2 3 1 1 1 1 1 1 11

新 規 523 424 495 517 528 543 263 143 122 106 99 315 447 4525

変 更 539 445 363 313 342 412 266 77 76 127 78 121 90 3249

中 止 13 4 14 11 31 19 37 14 11 12 10 6 10 192

年（月）

実施機関名

国

合
　
計

日
　
銀
　
等

市

都
道
府
県



届出統計調査の実施機関別・月次別受理件数

平成
16年

備　考

12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

新 規 1 1 1 1

国 変 更 1 2 4 7 　 1 4 3 5 2 　

中 止 1 　 1 1

新 規 3 3 3 5 9 8 6 5 14 12 13

変 更 4 1 1 1 3 4 8 8 8 11 3

中 止 2 1 　

新 規 6 3 1 1 　 2 4 3 3 2 3 3

市 変 更 1 1 1   2 2 1 3 1 1

中 止 1

新 規  

変 更

中 止 　 　

新 規 10 6 4 1 6 11 12 10 8 17 15 16

変 更 6 2 6 9 1 4 6 14 12 16 14 4

中 止 1 3 1 1 1

年（月）

実施機関名

合
　
計

都
道
府
県

日
　
銀
　
等

平成17年




